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頁 修正後 頁 現 行 
備 

考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２節 

第３ 

２・３ 

４頁 

 

 

 

 

 

 

西脇市地域防災計画 

 

第１編 総  則 

 

第１節 （略） 

第２節 防災ビジョン 

第１・第２ （略） 

第３ 防災施策の大綱 

１ （略） 

２ 災害に強いひとづくり 

(1) （略） 

(2) 共助能力の向上 

   災害発生時の被害を軽減するためには、市民一人ひとりの活動に

加え、自治会、自主防災会を主体とした地域単位での活動が必要不 

  可欠となる。特に災害時要援護者（避難行動要支援者）への対応に

ついては、地域や近隣での協力体制が最も有効である。そのため市

は、防災教育や地域での防災訓練等を通じ、自主防災会の育成強化

を図る。 

 (3) （略） 

３ 災害に強いしくみづくり 

 (1) （略） 

(2) 災害時要援護者（避難行動要支援者）支援策の確立 

   災害発生時等における災害時要援護者（避難行動要支援者）への

避難情報等の伝達及び迅速な避難誘導を図るため、自治会、自主防

災会を中心として、災害時要援護者（避難行動要支援者）一人ひと

りに対して近隣協力者を定めるなど「災害時要援護者（避難行動要

支援者）避難のための近隣協力体制づくり」を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２節 

第３ 

２・３ 

４頁 

 

 

 

 

 

 

西脇市地域防災計画 

 

第１編 総  則 

 

第１節 （略） 

第２節 防災ビジョン 

第１・第２ （略） 

第３ 防災施策の大綱 

１ （略） 

２ 災害に強いひとづくり 

(1) （略） 

(2) 共助能力の向上 

   災害発生時の被害を軽減するためには、市民一人ひとりの活動に

加え、自治会、自主防災会を主体とした地域単位での活動が必要不

可欠となる。特に災害時要援護者への対応については、地域や近隣

での協力体制が最も有効である。そのため市は、防災教育や地域で

の防災訓練等を通じ、自主防災会の育成強化を図る。 

 (3) （略） 

 

３ 災害に強いしくみづくり 

 (1) （略） 

(2) 災害時要援護者支援策の確立 

   災害発生時等における災害時要援護者への避難情報等の伝達及び

迅速な避難誘導を図るため、自治会、自主防災会を中心として、災

害時要援護者一人ひとりに対して近隣協力者を定めるなど「災害時

要援護者避難のための近隣協力体制づくり」を進める。 
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頁 修正後 頁 現 行 
備 

考 

 

 

 

 

３節 

第２ 

４ 

11頁 

第３節 市及び防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

第１ （略） 

第２ 防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱 

１～３ （略） 

４ 指定公共機関 

 

機関名 
予

防 

応

急 

復

旧 

復

興 
業務大綱 

ソフト

バンク

株式会

社 

●    ○電気通信設備の整備と防災管理 

 ● ●  ○電気通信の疎通確保と設備の応急対策

の実施 

  ●  ○被災電気通信設備の災害復旧 

楽天モ

バイル

株式会

社 

●    ○電気通信設備の整備と防災管理 

 ● ●  ○電気通信の疎通確保と設備の応急対策

の実施 

  ●  ○被災電気通信設備の災害復旧 

 

 

 

 

 

 

３節 

第２ 

４ 

11頁 

第３節 市及び防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

第１ （略） 

第２ 防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱 

１～３ （略） 

４ 指定公共機関 

 

機関名 
予

防 

応

急 

復

旧 

復

興 
業務大綱 

ソフト

バンク

株式会

社 

●    ○電気通信設備の整備と防災管理 

 ● ●  ○電気通信の疎通確保と設備の応急対策

の実施 

  ●  ○被災電気通信設備の災害復旧 

（新設） 
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頁 修正後 頁 現 行 
備 

考 

３節 

第３ 

12頁 

第３ 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

 

団体・管理者名 責務 

西脇市社会福祉協

議会 

○社会福祉施設の被害調査 

○ボランティアセンターの開設・運営 

○生活福祉資金貸付けの受付 

○災害時要援護者（避難行動要支援者）避難支

援プランの作成協力 

○災害時要援護者（避難行動要支援者）の救助 

 ・救援の協力 

社会福祉施設の管

理者 

○福祉施設・設備の防災点検・改良、防災訓練 

○災害時要援護者（避難行動要支援者）の救援

協力 

 

 

 

３節 

第３ 

12頁 

第３ 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

 

団体・管理者名 責務 

西脇市社会福祉協

議会 

○社会福祉施設の被害調査 

○ボランティアセンターの開設・運営 

○生活福祉資金貸付けの受付 

○災害時要援護者避難支援プランの作成協力 

 

○災害時要援護者の救助・救援の協力 

 

社会福祉施設の管

理者 

○福祉施設・設備の防災点検・改良、防災訓練 

○災害時要援護者の救援協力 
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頁 修正後 頁 現 行 
備 

考 

３節 

第４ 

13頁 

第４ 市民、自治会、自主防災会、事業所の責務 

 

区分 責務 

市民 ○防災についての家族会議の開催 

○防災知識の習得 

○地域の災害危険性、危険箇所の把握・点検 

○自宅建物・設備の災害対策 

○避難行動の検討、避難所・避難経路等の確認 

○飲料水・食料・生活用品等の３日分以上の備蓄と点検 

○消防団・自主防災会への参加及び活動への協力 

○気象警報等の収集、家族・近所への伝達 

○家族・近所の災害時要援護者（避難行動要支援者）等の

避難支援 

○災害廃棄物の分別 

自治会 

自主防

災会 

（自主

防災組

織） 

 

○地区防災計画の作成 

○防災知識の普及・啓発  

○自主防災活動マニュアル、資機材の整備、点検 

○地域の災害危険性の把握、点検 

○災害時要援護者（避難行動要支援者）の把握、支援体制

の整備、個別支援計画作成 

○自主防災リーダーの養成 

○自主防災活動、訓練の実施 

○水防活動の協力 

○気象警報等の収集、伝達 

○地域の災害時要援護者（避難行動要支援者）、被災者の

救助・救援対策の協力 

○避難所の自主運営 

○災害廃棄物の分別、集積所の管理協力 
 

３節 

第４ 

13頁 

第４ 市民、自治会、自主防災会、事業所の責務 

 

区分 責務 

市民 ○防災についての家族会議の開催 

○防災知識の習得 

○地域の災害危険性、危険箇所の把握・点検 

○自宅建物・設備の災害対策 

○避難行動の検討、避難所・避難経路等の確認 

○飲料水・食料・生活用品等の３日分以上の備蓄と点検 

○消防団・自主防災会への参加及び活動への協力 

○気象警報等の収集、家族・近所への伝達 

○家族・近所の災害時要援護者等の避難支援 

 

○災害廃棄物の分別 

自治会 

自主防

災会 

（自主

防災組

織） 

 

○地区防災計画の作成 

○防災知識の普及・啓発  

○自主防災活動マニュアル、資機材の整備、点検 

○地域の災害危険性の把握、点検 

○災害時要援護者の把握、支援体制の整備、個別支援計画

作成 

○自主防災リーダーの養成 

○自主防災活動、訓練の実施 

○水防活動の協力 

○気象警報等の収集、伝達 

○地域の災害時要援護者、被災者の救助・救援対策の協力 

 

○避難所の自主運営 

○災害廃棄物の分別、集積所の管理協力 
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頁 修正後 頁 現 行 
備 

考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４節 

第２ 

２ 

18頁 

事業所 ○従業員への防災知識の普及・教育、訓練 

○防災計画、事業継続計画（BCP）の作成・更新 

○地域の災害危険性、危険箇所の把握・点検 

○所管施設・設備の防災措置 

○避難対策の検討 

○従業員等の飲料水・食料・生活用品等の備蓄と点検 

○自衛消防活動・訓練 

○気象警報等の収集、従業員・所管施設利用者等への伝達、

避難誘導 

○消防団・自主防災会への参加及び活動への協力 

○災害時要援護者（避難行動要支援者）等の避難支援 

○災害廃棄物の分別 

 

第４節 市の概況 

第１ （略） 

第２ 社会条件 

１ （略） 

２ 土地利用 

  西脇市は、加古川、杉原川に沿う谷底平野が平たん地を形成するほ

かは山地が広い割合を占めている。 

  市域全面積132.44㎢に対して可住地面積率29.1％、林野（可住地以

外）70.9％の割合となっている。耕地は可住地の30.3％（全市面積の 

8.8％）を占め、耕地の大半は水田である。 

（資料：兵庫県主要統計指標 令和４（2022）年版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４節 

第２ 

２ 

18頁 

事業所 ○従業員への防災知識の普及・教育、訓練 

○防災計画、事業継続計画（BCP）の作成・更新 

○地域の災害危険性、危険箇所の把握・点検 

○所管施設・設備の防災措置 

○避難対策の検討 

○従業員等の飲料水・食料・生活用品等の備蓄と点検 

○自衛消防活動・訓練 

○気象警報等の収集、従業員・所管施設利用者等への伝達、

避難誘導 

○消防団・自主防災会への参加及び活動への協力 

○災害時要援護者等の避難支援 

○災害廃棄物の分別 

 

第４節 市の概況 

第１ （略） 

第２ 社会条件 

１ （略） 

２ 土地利用 

  西脇市は、加古川、杉原川に沿う谷底平野が平たん地を形成するほ

かは山地が広い割合を占めている。 

  市域全面積132.44㎢に対して可住地面積率29.0％、林野（可住地以

外）71.0％の割合となっている。耕地は可住地の31.0％（全市面積の

約９％）を占め、耕地の大半は水田である。 

（資料：兵庫県主要統計指標 令和２（2020）年版） 
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頁 修正後 頁 現 行 
備 

考 

４節 

第２ 

３ 

18頁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４節 

第４ 

４ 

29頁 

 

３ 交通 

 (1) （略） 

 (2) 鉄道 

   西脇市域の鉄道は、平成16（2004）年に電化された西日本旅客鉄

道（以下「JR」という。）加古川線が加古川に沿って走り、JR山陽

本線加古川駅とJR福知山線谷川駅とを結んでいる。加古川線の一日

当たりの乗降客数は市内全駅で 763人、そのうち西脇市駅が 682人

で89.4％を占める。 

（資料：令和３（2021）年版西脇市統計書） 

 

第３ （略） 

第４ 災害の想定 

１～３ （略） 

４ 雪害及び火災 

 (1) （略） 

(2) 大規模火災 

  （略） 

① 火災発生件数 

    西脇市の火災発生件数は、平成29（2017）年から令和３（2021） 

   年までの５年間の平均が16.2件であった。この間、平成29（2017） 

   年の23件が最多で、令和３（2021）年の７件が最小となっている。

出火原因について、ここ数年間の出火原因については      

   たき火が上位となっている。 

 

４節 

第２ 

３ 

18頁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４節 

第４ 

４ 

29頁 

 

３ 交通 

 (1) （略） 

 (2) 鉄道 

   西脇市域の鉄道は、平成16（2004）年に電化された西日本旅客鉄

道（以下「JR」という。）加古川線が加古川に沿って走り、JR山陽

本線加古川駅とJR福知山線谷川駅とを結んでいる。加古川線の一日

当たりの乗降客数は市内全駅で 921人、そのうち西脇市駅が 822人

で89.3％を占める。 

（資料：令和２（2020）年版西脇市統計書） 

 

第３ （略） 

第４ 災害の想定 

１～３ （略） 

４ 雪害及び火災 

 (1) （略） 

(2) 大規模火災 

  （略） 

① 火災発生件数 

    西脇市の火災発生件数は、平成28（2016）年から令和２（2020） 

   年までの５年間の平均が17.4件であった。この間、平成29（2017） 

   年の23件が最多で、平成28（2016）年の13件が最小となっている。

出火原因について、ここ数年間の出火原因についてはストーブ、 

   たき火が上位となっている。 
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頁 修正後 頁 現 行 
備 

考 

４節 

第４ 

４ 

29頁 

 

② 火災による死傷者数 

             平成29（2017）年は、死者０人、負傷者２ 

   人、平成30（2018）年には死者１人、負傷者５人、令和元（2019） 

   年度及び令和２（2020）年度は、それぞれ死者０人、負傷者１人、

令和３（2021）年は、死傷者が０人となっている。 

③ 火災被害額 

    損害額は、令和２（2020）年の 118,643千円が最高となる。ま

た、当調査期間の年間平均損害額は、59,448千円となっている。 

④ 消防体制 

    北はりま消防組合職員は 227人、うち、西脇消防署職員は44人

である。また、西脇市消防団員は 866人（令和４（2022）年度）

である。 

 

４節 

第４ 

４ 

29頁 

 

② 火災による死傷者数 

    平成28（2016）年、平成29（2017）年は、２年続いて死傷者が

０人となっていたが、平成30（2018）年には死者１人、負傷者５

人、令和元（2019）年度及び令和２（2020）年度は、それぞれ死

者０人、負傷者１人となっている。 

③ 火災被害額 

    損害額は、令和２（2020）年の118,643千円が最高となる。ま

た、当調査期間の年間平均損害額は、64,450千円となっている。 

④ 消防体制 

    北はりま消防組合職員は 223人、うち、西脇消防署職員は45人

である。また、西脇市消防団員は 875人（令和３（2021）年度）

である。 

 

 


